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迅速裁判条項に関する判例法理の初期展開
原 田 和 往
は じ め に
　「刑法及び刑事訴訟法の一部を改正する法律」（平成22年法律第26号）に
よって，人を死亡させた罪の公訴時効は，死刑に当たる罪について廃止，懲
役・禁錮に当たる罪について期間が延長されることとなった。この改正に関
しては，その必要性の有無のほか，いわゆる遡及適用の可否(1)，対象となる
犯罪を画する基準の当否等(2)，様々な点で議論が展開されている。
　勿論，その理論的根拠等を詳細に検討する必要はあるものの，先の改正の
基礎にある立法的判断は，少なくとも，公訴時効が廃止された犯罪について，
今後，手続の如何なる段階においても，時の経過の影響を考慮する必要はな
い，という判断を含むものではないであろう(3)。この点，先の改正に肯定的
⑴　議論の状況については，原田和往「公訴時効の遡及的変更について」岡山大学法学会
編『法学と政治学の新たなる展開　岡山大学創立60周年記念論文集』179頁（有斐閣，
2010）参照。
⑵　議論の状況については，原田和往「公訴時効制度見直し論の今後」刑事法ジャーナル
26号19頁（2010）参照。
⑶　特に，公訴時効が廃止された犯罪に関して，今回の改正が，公訴時効の存在理由があ
てはまらないとの類型的判断を示すものか，それとも，それが全ての場合にあてはまる
と擬制することが適切ではないとの判断を示すものか，については，慎重に検討する必
要がある。川出敏裕「公訴時効制度の見直し論について」刑事法ジャーナル18号15頁
（2009），18頁，及び大澤裕「人を死亡させた罪の公訴時効の改正」ジュリスト1404号52
頁（2010），61頁参照。
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な立場においても，公訴時効が廃止された犯罪について，具体的事案におい
て，個別事情に応じて，適切に対応する必要があると指摘されている(4)。
　他方で，従前のような，全ての犯罪について，一定の時の経過を基準とし
て，一律に訴追を不能とする法制度が，理論上，不可欠であるとの主張でも
ないかぎり，先の改正に否定的な立場においても，一定の場合に公訴時効の
廃止が許容されること自体は否定できない。だとすると，公訴時効制度のあ
り方とは別に，時の経過に伴う処罰の必要性の減少乃至消滅，証拠の散逸等
の公訴時効制度の存在理由とされるものについて，同制度による以外の，具
体的事案における，法的対応の可能性を検討しておく必要があろう(5)。
　では，先の改正に対する評価如何にかかわらず，公訴提起前の時の経過に
伴う一定の不利益について，個別的対応の在り方を検討する必要があるとし
て，如何なる法的枠組みのもとでその検討を行うか。候補として，まず考え
られるのは，憲法37条１項の迅速な裁判の保障条項であろう(6)。これに関し
ては，水俣病刑事事件における伊藤正己裁判官の補足意見が，迅速な裁判の
保障は捜査段階の被疑者にも及ぶと明示している(7)。同じく捜査段階への適
用を認めた原判決について(8)，その範囲を強制捜査の開始以降に限定してい
る点を批判していることからして，ここでは，広範な保障が構想されていた
⑷　大澤・同61頁。なお，改正前のものであるが，原田和往「日本における公訴時効制度
の現状」刑事法ジャーナル18号24頁（2009）において，同様の指摘を行った。
⑸　この検討は，公訴時効制度の存在理由を新たに捉え直す契機にもなろう。公訴時効制
度の存在理由とされる，時の経過に係る諸事情のうち，具体的事案における，個別の法
的対応が可能且つ容易なものについては，同制度による画一的処理の必要性は乏しいと
いうことになり，それを存在理由とみる必要もなくなるであろう。
　　例えば，時の経過による処罰の必要性等の減少等について，丸田顕「犯罪後の時の経
過と量刑」大阪刑事実務研究会『量刑実務体系　第３巻　一般情状等に関する諸問題』
389頁（判例タイムズ社，2011），並びに，安田拓人「コメント（犯罪後の時の経過と量
刑）」同407頁参照。
⑹　例えば，大澤・前掲注⑶61頁注45参照。なお，迅速な裁判の保障が，起訴前の段階に
及ぶか否かは，本来，憲法37条１項の射程の問題として，公訴時効の廃止に係る先の改
正とは関係なく，検討されるべきものである。但し，迅速な裁判を受ける権利と，公訴
時効制度との関係の捉え方によっては，公訴時効が廃止されたという事実によって，そ
の保障を起訴前の段階に及ぼす必要性が基礎付けられると考えることもできるであろう。
⑺　最決昭和63年２月29日刑集42巻２号314頁。
⑻　福岡高判昭和57年９月６日判時1059号17頁。
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ものと思われる。しかし，憲法37条１項は，迅速な裁判を「被告人」の権利
として規定しており，それを捜査段階の「被疑者」にも保障する趣旨か否か
は，その文言からは必ずしも明確ではない(9)。また，高田事件判決におい
て(10)，その違反の有無の判断基準が明示されたものの，その後の判例の動向
は，既に指摘されているとおり，同事件の異常性を際立たせる結果に終わっ
ている(11)。そのため，迅速裁判の保障条項が守ろうとしている諸利益の内容
は，充分明らかとはいえず，公訴提起前の段階でその侵害が懸念される類の
ものかも明らかではない。
　これに関して，高田事件判決は，憲法37条１項を自力実効性のある規定と
明示するだけでなく，違反の有無の判断基準，違反が認められた場合の措置
といった判断枠組みを確立し，更には，実際に，同条項違反を認め，手続を
打ち切る，というものであった。画期的な反面，判例の蓄積を踏まえたもの
とはいえず(12)，その保障が公訴提起前の段階に及ぶか否か等の関連問題への
影響がどこまで意識されていたかについては，疑問がある。これに対し，同
判決への影響が指摘されている(13)，アメリカの連邦最高裁判所の Barker 判
決は(14)，従前の判例の動向からして，上記の関連問題への影響に留意して，
その判断基準を明示したものといえる。そこに至るまでの判例法理の形成過
程を分析し，その後の展開を追い，彼の地の対応の現状をみることは，憲法
⑼　憲法37条１項に関しては，憲法制定過程において，「『被告人の権利』という認識は，
少なくとも質疑の表面には全く現れていない。『刑事』に関する規定だという実感さえ，
希薄なものでしかなかったのである」との指摘がある。松尾浩也「迅速な裁判」『法協百
周年論集２巻』573頁（有斐閣，1983），601頁。
⑽　最判昭和47年12月20日刑集26巻10号631頁。
⑾　例えば，飯田喜信「迅速裁判と訴訟促進―裁判の立場から」三井誠ほか編『新刑事
手続Ⅱ』283頁（三省堂，2002），288頁等。
⑿　当時の判例理論については，高田事件上告審係属中に公刊された，高田卓爾「迅速な
裁判」ジュリ500号439頁（1972）が詳細に分析している。分析の結果としては，「当分は
迅速な裁判を受ける権利は，依然として実効性のない画かれた餅であり続けるほかない
のではあるまいか」との悲観的な予測が示されていた。同443頁。
⒀　例えば，三井誠『刑事手続Ⅱ』297頁（有斐閣，2003）等参照。なお，『最高裁判所判
例解説　刑事篇（昭和47年度）』255頁〔時国康夫〕（法曹会，1974），270頁参照。
⒁　Barker v. Wingo, 407 U.S. 514 (1972).
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37条１項の迅速な裁判の保障が公訴提起前の段階に及ぶか等の問題を検討す
る際に，有用な比較法的知見をもたらすものと思われる。
　そこで，本稿では，まず，最初期の Beaver 判決から，上記の問題への対
応を含め，修正６条の迅速裁判条項（以下，単に「条項」とする場合がある）
をめぐる議論の対立点が明らかとなった Dickey 判決までを取り上げ，判例
法理の形成過程を分析し，その後の展開を検討するための視座を確立してお
くことにしたい(15)。
Ⅰ　草創期
１　傍論による輪郭形成
　⑴　Beavers 判決(16)
　連邦最高裁判所が，修正６条の迅速裁判条項に関する判断を最初に示した
のは，1905年の Beavers 判決においてである。1903年７月，被告人は，ニュー
ヨーク州東部地区連邦地方裁判所に正式起訴され，居所のある南部地区から
東部地区へと身柄を移されたものの，その後，保釈され，翌開廷期に行われ
ることとなった裁判を待っていた。1904年６月，被告人が裁判所に出頭した
ところ，検察官は，当該事件について訴訟手続を進める代わりに，別の犯罪
の裁判のためにコロンビア特別区へ身柄を移送することを求めた。裁判所は
これを認めたが，被告人は，本件移送令状が，憲法上の迅速な裁判を受ける
権利を侵害する，と主張して争った。
　これに対し，連邦最高裁判所は，複数の訴追が存在する場合に，迅速裁判
条項が，いずれの訴追に適用されるのか，また，その基準は何か（訴追の先
後関係か，犯罪の先後関係か，その重大性か等）が問題となることは認めた。
しかし，これを検討する代わりに，裁判地の決定との関係から，被告人の主
⒂　本稿で取り上げる判例は，原則として，Barker 判決の法廷意見が，その冒頭で，迅速
裁判条項に関する連邦最高裁判所の先例として，引用しているものである。Barker v. 
Wingo, 407 U.S. at 515.
⒃　Beavers v. Haubert, 198 U.S. 77 (1905). 法廷意見は，McKenna 裁判官が執筆した。
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張を検討し，次のように批判した。
　複数の訴追が存在する場合の迅速な裁判を受ける権利の適用について，被
告人は，公共の正義の要請が如何なるものであれ，同権利は最初の訴追に適
用される，と主張している。しかし，同権利がそのように制約を受けない，
絶対的なものとは思われない。被告人の主張によれば，これらの訴追に係る
裁判は，同一の裁判所で行うほかないことになる。だが，複数の訴追が存在
する場合に，迅速な裁判を受ける権利の適用があるとしても，裁判は犯罪が
遂行された場所で行われなければならない。裁判地の決定が，無関係の権利
によって，紛糾することは認められない。迅速な裁判を受ける権利は，「必然
的に相対的なものであって，遅延と両立し，且つ，諸状況に依存する。被告
人の権利ではあるが，公共の正義の諸権利を排斥するものではなく，ある犯
罪で訴追された被告人について，別の犯罪による逮捕を妨げるものではな
い」(17)。
　その上で，連邦最高裁判所は，裁判のための移送は，被告人の公判への出
頭を確保するという意味では，逮捕と同視しうるものであり，別の訴追に対
する迅速な裁判を受けうる権利によって，これを妨げることはできないとし
て，被告人の主張を斥けた。
　憲法上，迅速な裁判が，何ら条件乃至制約を付されることなく，権利とし
て保障されているにもかかわらず，「公共の正義の諸権利（the rights of public 
justice）」による外在的又は内在的制約が許容されると解される理由について
は，傍論ということもあり，特段の説明はない。しかし，この判示は，後の
判例において度々引用され，迅速な裁判を受ける権利は相対的であるとの考
え方は，その理由付けが明らかにされないまま，連邦最高裁判所の判断の基
調を成していく。但し，迅速裁判条項に関して，次に判断が示されたのは，
本件から約50年が経過した後のことである。
⒄　Id. at 87.
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　⑵　Pollard 判決(18)
　被告人は，連邦法違反による略式起訴に対し有罪の答弁を行ったが，量刑
前調査が完了するまで，刑の言渡しは延期されることとなった。1952年10月
３日午前10時，被告人が，刑の言渡しのために，裁判所に出頭したところ，
裁判官は，アルコール中毒者更正会に加入するように等の説示を行ったのみ
で，被告人の刑については何も説明しなかった。同日午後，検察官から被告
人の処遇について確認を求められた際，裁判官は，３年の保護観察処分に付
すると述べた。被告人が既に退廷していたため，この言渡しは無効であった
が，正式なものとして記録された。裁判所は，保護観察命令の謄本送達を指
示したが，別の犯罪により刑務所に収監されていた被告人のもとには届かな
かった。それから１ヶ月後，釈放された際に，被告人は，刑務所の職員から，
今後は，保護観察官に定期的に報告に行かなければならないと告げられ，事
実上，保護観察に付されることになった。
　その後，1954年９月１日，被告人は飲酒により保護観察の条件に違反した
ため，２年の自由刑を言い渡された。その際，裁判官も，検察官も，これが
被告人に対する初めての刑の宣告であることを認め，記録の訂正等の手続を
行った。これに対し，被告人は，先の保護観察処分の言渡しは，自らが退廷
した後のものであり無効であるから，この２年の自由刑も無効であると主張
すると共に，先の有罪判決から刑の宣告まで約２年を要している点が，迅速
裁判条項に違反する等と主張して争い，裁量上告が認められた。
　連邦刑事訴訟規則32条⒜が，「刑は，不当に遅延することなく言い渡されな
ければならない」と定めていることからも明らかなように，刑の言渡しの時
期は，裁判官が恣意的に決定できるものではない。但し，仮に（arguendo），
迅速裁判条項の対象に刑の宣告手続が含まれるとしても，Beavers 判決の判
示するように，遅延が同条項に違反するか否かは，諸状況を勘案し，事案毎
に判断される。このように述べて，法廷意見は，意図的な又は過酷な遅延は
⒅　Pollard v. United States, 352 U.S. 354 (1957). Reed 裁判官執筆の法廷意見のほか，
Warren 長官の反対意見がある。
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許容されないとしながらも，本件については，1952年の刑の宣告手続の瑕疵
は偶発的なものであり，また，発見後直ちに是正されているとして，本件の
遅延は修正６条あるいは規則32条⒜に違反するものではない，と結論付けた。
　結論を導く前提として，意図的な又は過酷な遅延は許容されない旨説示し
ているが，これについては，Beavers 判決の傍論の場合と同様に，その理由
の説明はなく，先例の引用もない。また，法廷意見は，保護観察の遵守事項
違反による勾引状を発付していることからして，この時点では，裁判所は，
未だ上記の瑕疵に気付いていなかったと推測する一方で，被告人については，
保護観察中に，保護観察官に対し同処分の適法性を問い質していることから，
比較的早期に瑕疵を認識していた，と認定している。そして，脚注において
ではあるが，迅速裁判条項に関する審理においては，多くの場合，権利主張
の有無が重視されるにもかかわらず，本件の被告人は，即時の適正な刑の言
渡しを求める申立てを行っていない，と指摘している(19)。
　これに対し，反対意見は，はじめに，修正６条が保障する諸権利が各種手
続的権利の中でも特に重要であるにもかかわらず，弁護人の援助を受ける権
利の告知を含め全般的に杜撰なものであったとして，本件の手続を批判し
た(20)。但し，迅速裁判条項違反の主張に関しては，刑の宣告手続を条項の対
象外とする先例は存在しないとしながらも，本件を連邦刑訴規則32条の問題
と捉え憲法判断を回避した上で(21)，法廷意見を次のように批判している。
　まず，法廷意見は，本件の瑕疵を偶発的なものであり，発見後直ちに是正
されている，と認定しているが，記録からは，寧ろ，裁判官と検察官が共に，
1952年の刑の言渡しの日に既に，その手続に致命的な瑕疵があることに気付
⒆　Id. at 362 n. 8 (citing United States v. Provoo, 17 F. R. D. 183 (1955)). Provoo 
判決の概要については，荒木伸怡『迅速な裁判を受ける権利』（成文堂，1993）20頁参照。
⒇　例えば，連邦刑訴規則37条⒜⑵は，「事実審理終了後，弁護人が選任されていない被告
人に対し刑を宣告する場合，被告人に対し上訴の権利について説明するものとする」と
規定しているが，本件ではこれを遵守する措置は執られていない。また，同32条⒜は，
「刑の宣告に先立ち，裁判所は被告人に陳述し，刑を軽減し得るあらゆる事情を示す機
会を与えなければならない」としているが，本件ではその機会が与えられていない。
Pollard v. United States, 352 U.S. at 367.
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いていたにもかかわらず，それを是正するための措置を執っていないことが
明らかである。次に，被告人は，保護観察処分が適法か調査するよう２回に
わたって要請した，と主張しているが，保護観察官が，1954年の刑の宣告よ
りも相当前の時点で，記録を調査していたことも明らかである。そのため，
法廷意見のように，本件に責任のある者がこの瑕疵に気付いていなかった，
と安易に推認することはできない。
　法廷意見を上記のように批判した上で，反対意見は，本件の被告人は既に
２年間収監されてしまっているので，最早，取り返しはつかないが，杜撰な
手続を助長しないためにも，本件の瑕疵を容認すべきではない，とした。
　本件において，法廷意見は，意図的な又は過酷な遅延は許されないと述べ
て，過失による遅延を容認する姿勢を示し，実際に，本件の遅延の原因が偶
発的であると指摘して，被告人の主張を斥けている。これに対し，反対意見
は，同様に，本件の遅延を意図的ではないとしながらも，裁判官・検察官等
の国家機関の責任を厳しく追及している。また，いずれも，被告人側の対応
に触れているが，法廷意見は，即時の適正な刑の言渡しを求める申立てを行っ
ていない点を直接の考慮事情としているように思われる。これに対し，反対
意見は，国家機関側の責任を追求すべき前提事情として，被告人側の対応に
言及している。
　このうち，前者の対立は，直接には，遅延の原因及び理由の評価に関する
ものである。訴追側の有意性の如何は，確かに，遅延の正当性の評価にとっ
て重要ではある。しかし，迅速裁判条項違反という判断が，訴追側の違反行
為に対する制裁ではなく，同条項の保護する権利の侵害に対する救済を導く
ためのものと考えるならば，訴追側の有責性の程度によって，救済の要否を
画する必要はないといえる。また，過失による遅延か，故意による遅延かで，
それによる利益侵害の程度が当然に変化するわけではない。この対立の背景
　なお，法廷意見，反対意見ともに憲法判断を避けているものの，本件で明確に否定さ
れなかったことから，現在では，刑の宣告手続は迅速裁判条項の対象に含まれると一般
に解されている。See, e.g., Wayne R. LaFave et . al ., 5 Criminal  Procedure 199 (3d 
ed. 2007).
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には，迅速裁判条項の保護する利益等についての考え方の相違があるように
思われる。
　⑶　Smith 判決(22)
　1949年12月に被告人らは，身柄を拘束されていた州拘置所から脱走した。
その後，逮捕されたが，逃亡中，自動車を盗み，その所有者を隣州まで拉致
していたために，被告人らは連邦誘拐法違反の罪で起訴された。同罪の法定
刑には死刑が含まれており，連邦刑訴規則上，死刑該当犯罪の訴追は正式起
訴によるものとされていたが，本件では略式起訴によっていた。訴追側は，
同罪に係る規定は，傷害を伴わない誘拐罪と，誘拐致傷罪との２つの犯罪類
型を定めたものとの立場から，傷害を伴わない本件の場合は，略式起訴が可
能であると主張した。これに対し，被告人は，同規定は，誘拐罪という単一
の犯罪類型を定めたものであり，公判で傷害の発生が証明されれば，死刑が
科される場合がある，という趣旨のものであると主張して，略式起訴の適法
性を争った。法廷意見は，連邦誘拐法の解釈について被告人の立場を支持し
た上で，略式起訴による方が，迅速さの点で被告人に有利である，との訴追
側の主張に関連して，迅速裁判条項に関して，次のように述べている。
　すなわち，司法が速やかに運営されなければならないとしても，肝要なの
は秩序に適った迅速さ（orderly expedition）であって，単なる速さではな
い。そして，連邦司法制度の健全な運営に反し，逮捕又は拘禁の後，起訴に
至るまでの間に，不当な遅延が生じたのであれば，被告人に対し修正６条に
よる保護が認められる場合がある（23)。
　前半部分は，「迅速」と「拙速」との区別の必要性を明示した点に意義があ
　Smith v. United States, 360 U.S. 1 (1959). Warren 長官執筆の法廷意見のほか，
Clark 裁判官の一部同意・一部反対意見がある。なお，Barker 判決の法廷意見は，本判
決を迅速裁判条項に関する先例としては引用してない。が，条項の趣旨について述べた
後述の Ewell 判決が，本件を先例として引用していることに加え，条項の対象という問
題について，初めて連邦最高裁判所が言及した事例であるため，本稿で取り上げること
とした。
　Id. at 10.
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り，この後の裁判でも度々引用されるものであるが，Beavers 判決に鑑みれ
ば，内容的に目新しいものではない。これに対し，後半部分は，初めて，連
邦最高裁判所が，迅速裁判条項の対象範囲について述べたものであり，注目
に値する。ただ，そこでは，身柄拘束の時点以降との結論が示されているも
のの，上にみた判例の場合と同様に，その理由付けは明らかではない。また，
そもそも，訴追側の上記主張への対応という目的からして，この点に言及す
る必要があるとは思われない。この点，迅速な裁判を受ける権利に関しては，
当時も，他の憲法上の権利に比して，連邦最高裁判所の判断が極端に少ない
との指摘があった(24)。この指摘に鑑みれば，Beavers 判決から約半世紀の空
白期間を経た Pollard 判決以降，連邦最高裁判所は，関連する事案の傍論を
活用するかたちで，迅速裁判条項に関する判断枠組みの輪郭を描こうと試み
ていたのではないかと思われる。
　⑷　Ewell 判決(25)
　被告人らは，1962年12月14日，買受人の書面による注文を得ることなく禁
制薬物を販売したとの罪で起訴された。正式起訴状には，販売行為が個別に
記載されていたが，購入者の氏名の記載はなかった。有罪答弁の後，被告人
らは法定刑の下限の刑を言い渡された。ところが，その翌年，第７巡回区控
訴裁判所において，同条の罪の訴追に関して，購入者の氏名の記載を欠く正
式起訴状には瑕疵があるとの判断が示された。そこで，被告人らが，先の有
罪判決の破棄を申し立てたところ，これが認められた。が，直後に，今度は，
購入者の氏名の記載がある正式起訴状によって起訴された。この再度の訴追
は，先と同一の販売行為に関するものであったが，訴因としては，他に，法
定の印章が付された容器を用いることなく禁制薬物を販売した罪等が付け加
　See, e.g., Note, Enforcement of Constitutional Right to a Speedy Trial, 39 J. Crim. 
L. & Criminol ogy 193 (1948) ; Note, The Lagging Right to a Speedy Trial, 51 Va. L. 
Rev. 1587 (1965).
　United States v. Ewell, 383 U.S. 116 (1966). White 裁判官執筆の法廷意見のほか，
Brennan 裁判官の同意意見，Fortas 裁判官の反対意見がある。
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えられていた。ところが，連邦地方裁判所が，被告人の主張を認め，迅速裁
判条項違反を理由に公訴を棄却したため，訴追側が連邦最高裁判所に直接上
訴した。
　法廷意見は，まず，当初の逮捕から，２度目の訴追による裁判までに19ヶ
月が経過していること自体は，迅速裁判条項に違反するものではないとして，
客観的な時間の経過が基準とはならないことを確認した上で，条項の趣旨に
ついて次のように判示した。
　すなわち，迅速な裁判の保障は，ⅰ不当且つ過酷な公判前の身柄拘束を予
防し（以下，「ⅰ身体の自由の保護」，あるいは単に「ⅰ」とする場合があ
る），ⅱ公訴（public accusation）に伴う精神的負担を最小限に抑え（以下，
「ⅱ精神的自由等の保護」，あるいは単に「ⅱ」とする場合がある），ⅲ長期
間の時の経過が被告人の防御に不利益を与える可能性を制限する（以下，「ⅲ
防御権の保護」，あるいは単に「ⅲ」とする場合がある）ための重要な保護手
段である。
　もっとも，被疑者・被告人には，多くの手続上の保護が与えられており，
通常の手続は慎重に進められているため，過度の迅速さの要求は，被告人の
諸権利並びに社会的利益の双方にとって有害である。迅速な裁判を受ける権
利は，公共の正義の要請と比較衡量される，相対的なものであるとの Beavers 
判決は，斯かる認識に基づいている。また，遅延が迅速裁判条項に違反する
かは諸状況によるが，意図的な又は過酷な遅延は許されないとの Pollard 判
決，並びに，肝要なのは秩序に適った迅速さであって単なる速さではないと
の Smith 判決も，これと軌を一にするものである(26)。
　このように判示して，法廷意見は初めて，迅速裁判条項の趣旨を明らかに
するとともに，この観点から，先例の傍論で示された諸見解を，基本的な立
場を同じくする一連の判断として整序した。その上で，本件について，新た
な訴追が，出訴期限内に行われている点を捉え，次のように指摘した。すな
　Id. at 120.
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わち，遥か昔の犯罪行為による訴追に対しては，出訴期限制度が第一次的な
保護を与えているのであるから，仮に，本件において新たな訴追しか存在し
なかったならば，被告人らは，特段の事情がないかぎり，迅速な裁判を受け
る権利の侵害を主張することは困難であった。更に，本件の場合，1962年の
訴追によって，被告人らは，禁制薬物の販売により刑事責任を問われる可能
性を早期に認識することができたのであるから，被告人の防御は相対的に強
化されているといえる。
　そして，時の経過により防御に対する不利益が生じたとの被告人の主張に
ついては，如何なる証拠又は証人が利用不能となったのか何ら示されていな
いこと，並びに，先の訴追と新たな訴追とは，訴因は異なるものの，同一の
販売行為を対象とするものであることを理由に，法廷意見は，当該主張は，
具体性を欠く単なる推測であり，司法判断を受けるには不充分（premature）
である，とした(27)。加えて，新たな訴追は，先の有罪判決が取り消されてか
ら，比較的短期間のうちに行われており，訴因が追加された点にも正当な理
由があるとして(28)，迅速裁判条項違反の主張は認められない，との結論を示
した。
　法廷意見は，迅速裁判条項の趣旨をⅰ身体の自由の保護，ⅱ精神的自由等
の保護，ⅲ防御権の保護に関連付けるに際して，これまでと同様に，理由付
けを何ら示していない。この判示の直後に，Beavers 判決等の先例が引用さ
れているものの，これによって，本件の趣旨に係る判示と，先例との整合性
を示すことはできても，条項の趣旨をⅰⅱⅲに求めること自体を根拠付ける
ことはできない。本判決から程なく，迅速裁判条項の州への適用を認めた 
Klopfer 判決が示されたことを考えると，確かに，この時点で，条項の趣旨
　Id. at 122. なお，訴追の対象となっている販売行為が同一である点に関連して，法廷
意見は，時の経過が挙証責任を負っている訴追側にも影響を与えるということを考慮し
なければならない，と述べている。
　Id. at 123. なお，Brennan 裁判官は，法廷意見とは，新たに訴因が追加された点の評
価を異にしており，有罪答弁の強要，あるいは，当初の有罪判決に異議を申し立てたこ
とに対する制裁等を目的とするものである，と批判している。Id. at 126.
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に関する連邦最高裁判所の見解が，ある程度明確にされたのは，その判例法
理の展開にとって大きな意義があったといえる。しかし，本判決において，
その理論的又は歴史的根拠が示されなかったこともあって，条項の趣旨につ
いては，ⅰⅱⅲの関係をめぐって，意見が対立することになる。
　また，法廷意見は，被告人が，ⅲに関する不利益を理由に，条項違反を主
張したのに対して，具体的な不利益の証明を要求している。その前に出訴期
限制度との関連で，迅速裁判条項違反の主張の難易に言及していることから
すると，法廷意見は，条項違反を主張する全ての場合にではなく，本件のよ
うに出訴期限制度が対象とする段階における遅延の場合にのみ，具体的な不
利益の証明を要求する立場とみることもできる。しかし，司法的判断を受け
るには不十分であるとの理由で，被告人の主張が斥けられているため，本件
のような場合に，具体的な不利益の証明があれば，迅速裁判条項違反が認め
られるのかについては，本件からは明らかではない。いずれにせよ，法廷意
見からは，両者の間に，目的の共通性を認め，出訴期限制度の存在に留意し
ながら，迅速な裁判の保障のあり方を構築しようとする姿勢が窺われる。
２　迅速裁判条項の州への適用― Klopfer 判決(29)
　被告人は，軽罪であるトレスパスの罪で起訴されたが，1964年３月，陪審
が評決に至らず，無効審理となったため，次の開廷期まで審理が延期される
ことになった。ところが，次の開廷期が始まる数週間前に，検察官は，被告
人に対し，「許可付きの訴えの取り下げ（nolle prosequi with leave）」を求め
るつもりであると告げた。これが認められると，身柄拘束が解かれるものの，
検察官はその裁量により，何時でも，そして，何ら裁判所の決定を待つこと
なく，公判手続を再開することができる(30)。被告人は異議を申し立てたが，
裁判所は，「許可付きの訴えの取り下げ」を認めるとの意向を明らかにした。
　Klopfer v. North Carolina, 386 U.S. 213 (1967). Warren 長官執筆の法廷意見のほ
か，Harlan 裁判官の同意意見がある。
　Id. at 214-217.
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だが，この時点では，検察官は，更に次の開廷期までの延期を申し立てるに
とどまった。
　ところが，次の開廷期にも審理予定がなかったため，被告人は，州法に従っ
て事件につき終局的な処分を行うよう求めた。その際，起訴から既に約18ヶ
月が経過している点を指摘し，正式起訴が係属しているために，職務に多大
なる支障をきたしており，また，旅行の自由が著しく制限されている，と主
張した。そこで，裁判官が照会したところ，この段になって，検察官は「許
可付きの訴えの取り下げ」を申し立てた。検察官から，その理由について特
段の説明はなく，また，被告人から異議申立てがあったにもかかわらず，裁
判所はこれを認めた。
　これに対し，被告人は，「許可付きの訴えの取り下げ」は，合衆国憲法の保
障する迅速な裁判を受ける権利を侵害するものであると主張して争った。し
かし，州最高裁判所は，被告人に同権利が保障されているとしても，検察官
が，その裁量において，裁判所の許可を得て，訴えを取り下げる場合に，訴
追機関に対し訴追手続を強要する権利はない，として，被告人の主張を斥け
た。
　裁量上告を認めた連邦最高裁判所は，まず，その契機となった「許可付き
の訴えの取り下げ」を分析し，他の州の手続に比して，非常に特異であると
指摘する。そして，訴えが取り下げられたことによって，移動の自由に対す
る制限は無くなったものの，本件の訴追に伴う制限から解放されたとはいえ
ず，被告人は，公衆の嘲笑に晒され，職を奪われ，また，言論・交際・特別
な会合への参加の機会を減少させられる等の制約を受けている，として，保
釈中の被告人について，遅延による不利益の存在を認めた(31)。
　その上で，法廷意見は，本件の措置は，この類の制約及び訴追に伴う精神
的負担等を長期化させるものであり，修正６条の迅速な裁判を受ける権利を
侵害しているのは明らかである，と判示した。そして，迅速裁判条項が，修
　Id. at 221.
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正14条を介して州に適用されるかという点については，同じく修正６条の保
障する弁護人依頼権に関する Gideon 判決，証人対質権に関する Pointer 判
決等を引用し，これらと同様に，迅速な裁判を受ける権利も基本的な権利で
ある，と判示し，条項の州への適用を肯定した(32)。
　なお，ここで，法廷意見は，迅速な裁判の保障の起源をイギリス法に求め，
それを初めて明文で規定したとされる1215年のマグナ・カルタ，更には，1166
年のクラレンドン法に言及している(33)。だが，法廷意見は，斯かる一般的な
認識を超えて，更に，13世紀後半に既に，イギリスにおいて確立していたと
される未決囚釈放制度―特定の刑事事件を審理・判決すべき職権
（commission of oyer and teminer），未決囚一般を審理すべき職権
（commission of gaol delivery）を有する裁判官が，年に３回各地を巡回し，
所定の期間内に審理が行われていない場合に，職権で未決囚を身柄拘束から
解放する―を紹介し，建国初期のアメリカにおいて，迅速な裁判の保障が
この制度との関連で理解されていた(34)，と指摘している。そして，多くの州
が，その成立期から，これを憲法上保障していることは，我が国で古くから，
迅速な裁判を受ける権利が基本的な権利と考えられていたことの証左であ
る，と述べている(35)。
　法廷意見は，このように，迅速な裁判を受ける権利を，基本的な権利とみ
る歴史的根拠を示すため，迅速な裁判の保障の起源に関する一般論を超えて，
アメリカにおける法継受の過程を示すことを試みている。しかし，自覚的で
あったかは別として，迅速裁判条項の起源を未決囚釈放制度に求めるならば，
　Id. at 222 (citing Gideon v. Wainwright, 372 U.S. 335 (1963) ; Pointer v. Texas, 
380 U.S. 400 (1965)). なお，Harlan 裁判官の同意意見では，修正６条ではなく，修正
14条の適正手続条項違反を理由として，法廷意見と同一の結論が導かれている。Gideon 
判決の概要については，岡田悦典『被疑者弁護権の研究』24頁以下（日本評論社，2001），
Pointer 判決の概要については，山田道郎「対面と伝聞」法学論叢53巻１=２号127頁
（1980），129頁以下等参照。
　Id. at 224.
　Id. at 224 (citing Sir Edward Coke, The Second Part of  t he Inst it ut es of  t he Laws 
of  Engl and 45 (5th ed., 1797)).
　Id. at 225-226.
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ⅰⅱⅲの関係については，ⅰ身体の自由の保護及びⅱ精神的自由等の保護（特
に，前者）が中心であって，ⅲ防御権の保護はⅰⅱの限度で達成される副次
的な目的とする見解に至りやすいであろう。
　他方，本件では，主に，「訴えの取り下げ」後の遅延について，ⅱとの関係
で，具体的な不利益の存在が認められ，迅速裁判条項違反と判断されている。
そこで，本判決については，条項の対象に，逮捕・起訴等の正式な訴追行為
がない段階―本件でいえば，当初の公訴が取り下げられ，身柄拘束が解か
れた後の期間―が含まれるとの前提から，訴訟係属がない期間における利
益侵害を理由に，条項違反を認めたものとみる余地もある。しかし，「訴えの
取り下げ」といっても，本件で問題になった措置による場合，上述したとお
り，公判を再開させるために再起訴等を行う必要はなく，また，当初の公訴
提起により出訴期限は停止したままとされるものである(36)。そのため，本件
法廷意見は，当該措置後も訴訟係属は失われていないとの前提に立っている，
とみることもできる。
　このように，依然として，その判断枠組みには明確ではない部分もあるが，
本判決によって，州への適用が認められた結果，連邦最高裁判所が，迅速裁
判条項に関する判断を示す機会は大幅に増加した。そして，本件から約２年
後の Smith 判決（便宜上，以下では，1959年の Smith 判決を「Smith 判決
（1959）」，1969年のものを「Smith 判決（1969）」とする）において，服役中
の者に対して，他の裁判管轄区で公訴提起があった場合の迅速な裁判の保障
のあり方に関して，判断が示されることとなった。この場合，条項違反が認
められたとしても，別の犯罪による刑の執行のために，依然として，身柄拘
束は継続することになる。このような地位にある者に対しても，迅速な裁判
を受ける権利が保障されるのかが，当時，時の問題となっていた(37)。
　Id. at 214-217.
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Ⅱ　揺籃期
１　Smith 判決（1969）(38)
　被告人は，テキサス州において，窃盗の罪で起訴されたが，当時，被告人
はカンザス州にある連邦刑務所で服役中であった。公訴が提起されたことを
知った被告人は，直ちに，迅速な裁判を求める旨をテキサス州の裁判所に伝
えた。裁判所からは，２週間以内の被告人が出頭できる日に公判を開く予定
である，との回答があったが，実際には裁判は行われなかった。それから，
以後６年の間，被告人は，様々な手段で，定期的に，裁判を求め続けたもの
の，州は被告人の身柄を確保するための具体的な措置を何ら講じなかった。
　1967年，終に，被告人は，裁判所に対し，訴訟手続の欠如を理由に公訴棄
却を求める申立てを行った。しかし，この申立に対しては，何等対応がとら
れなかった。そこで，被告人は，州最高裁判所に対し，公訴が棄却されない
理由を明らかにするよう命ずる職務執行令状の発付を求めたが，この請求は
認められなかった。
　裁量上告を認めた連邦最高裁判所は，裁判官全員一致の意見として，州当
局には，被告人の要求に応じて，同人を公判に付するために相応の措置を講
ずる憲法上の義務がある，と判示して，原判決を破棄し，事件を差し戻した。
　法廷意見は，Ewell 判決を引用し，迅速裁判条項の趣旨―ⅰ身体の自由
　当時の問題状況については，次の文献を参照。See, e.g., Paul M. Shindler, Interjuris-
dictional Conflict and the Right to a Speedy Trial, 35 U. Cin. L. Rev. 179 (1966) ; 
Note, Effective Guaranty of a Speedy Trial for Convicts in Other Jurisdictions, 77 
Yal e. L. J. 767 (1968).
　　なお，1970年に，拘禁者に関する州際合意法（Interstate Agreement on Detainers 
Act）が制定され，これを受けて多くの州において協力体制が構築されたこともあって，
Dickey 判決以降，連邦最高裁判所において，この場合の迅速裁判条項違反が問題となっ
た事例はない。
　Smith v. Hooey, 393 U.S. 374 (1969). Stewart 裁判官執筆の法廷意見のほか，Black 
裁判官の補足意見，Harlan 裁判官の個別意見，White 裁判官の同意意見がある。Black 
裁判官の補足意見，及び White 裁判官の同意意見は，共に，差し戻しを受けた州裁判所
の審理の在り方に関するものである。後注参照。また，Harlan 裁判官の個別意見は，
Klopfer 判決の際と同旨のものである。
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の保護，ⅱ精神的自由等の保護，ⅲ防御権の保護―を確認した上で，これ
らの要請は，被告人が他の裁判管轄区において服役中の場合に，より一層妥
当する，とした。具体的には，まず，ⅰについて，現在の刑の執行が終了す
るまで，新たな起訴による裁判を受けることができないとなると，刑の同時
執行の機会が完全に失われること，未決の訴訟が係属していることによって，
現在の刑の執行の条件が悪化すること等を挙げ，実質的に，公判前の身柄拘
束が不当に長期化した場合と同様の不利益を蒙るとしている。次に，ⅱにつ
いて，未決の訴訟の存在は，現に矯正意欲の低下等に顕われているように，
服役中の被告人に対し精神的負担を与えるとして，また，ⅲについても，服
役中の場合，証人の所在確認等の防御準備のための活動がより制限されると
して，ⅰⅱⅲの全てにおいて，迅速な裁判を保障する必要性を認めている(39)。
　州裁判所が，迅速裁判条項による救済を否定するにあたって，統治権の競
合を強調している点に関しては(40)，前の開廷期に示された証人対面条項に関
する Barber 判決―他州の連邦刑務所に収監されている証人について，訴
追側に出頭確保のために善意誠実な努力を行うよう求めた―を引用
し(41)，迅速な裁判を保障する義務も，同様に，容易には免除されるものでは
なく，訴追側には被告人を裁判に付すため善意誠実に努力する憲法上の義務
がある，と判示した(42)。
　本件は，典型的な公判前の身柄拘束に関する事案ではなく，身柄拘束の根
拠となっているのは，別罪による刑の執行である。そのため，ⅰ身体の自由
の保護との関連で指摘されている不利益も，刑の同時執行の機会の喪失等，
公判前の身柄拘束の場合とは相当異なる内容となっている。
　これに関して，上にみたとおり，Klopfer 判決において，公判前の身柄拘
　Id. at 378-380.
　訴追側も，本件被告人が，州法違反により同州の刑務所に収監中であれば，州に迅速
な裁判を保障する義務があることは認めている。Id. at 377.
　Barber v. Page, 390 U.S. 719 (1968). Barber 判決の概要については，山田・前掲注
132頁以下，堀江慎司「証人審問権の本質について―アメリカにおける議論を中心
に―（二）」法学論叢141巻２号１頁（1997），３頁以下等を参照。
　Smith v. Hooey, 393 U.S. at 381-383.
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束がない場合であっても，身体の自由に対する制限以外の有形・無形の社会
的不利益が理由となって，迅速裁判条項違反が認められる余地があるとの判
断が既に示されている(43)。にもかかわらず，本件の法廷意見が，特異な態様
でありながら，一般的説示において，ⅰとの関係で不利益に言及しているの
は，条項の保護する諸利益内でのその重要性を示唆しているように思われる。
ⅲ防御権の保護に関する説示において，その不利益の内容が，時の経過に起
因するものというよりも，身柄拘束に起因するものとなっていることからも，
この姿勢が窺われる。
　なお，本判決は，他の裁判管轄区で服役中の者に関して，訴追側に迅速な
裁判を保障すべき憲法上の義務があること，及びその義務の程度を明らかに
したものである。ⅰⅱⅲについて個別に言及しているものの，本件における
具体的な侵害，及びその証明の有無・程度についての検討はなく，法廷意見
は，これらの侵害を理由として，迅速裁判条項違反を認めたわけではない(44)。
本件と同様の状況下にある被告人に関して，諸利益の侵害を理由として，条
項違反が認められたのは，翌年の Dickey 判決においてである。同判決で最
も注目すべきは，Brennan 裁判官が執筆し，Marshall 裁判官が同調した同意
意見である。そこでは，迅速裁判条項に係る判断枠組みの在り方について，
詳細な検討が行われている。
　上述したとおり，訴訟係属がない期間における利益侵害を理由に，条項違反を認めた
事例とまでいえるかは明らかではない。
　差し戻し後の州裁判所の手続に関して，Black 裁判官は，公訴棄却すべきではないと
いうのが本判決の趣旨である，とする。これに対し，White 裁判官は，この点を州裁判
所の判断に委ねる，という趣旨に解している。いずれにせよ，本判決は，諸利益に対す
る侵害の認定に際して，具体的な証明は不要である，との判断，並びに，侵害が認めら
れた場合でも，公訴を棄却する必要はない，との判断を含むものではない。なお，荒木・
前掲注⒆21頁参照。
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Ⅲ　判断枠組みをめぐる意見の対立― Dickey 判決(45)
１　事案の概要
　1960年６月28日未明，フロリダ州のモーテルで武装強盗事件が発生した。
唯一の証人であったその所有者は，直ちに郡保安官に通報し，犯人の容貌を
伝えた。この事件の直後，被告人は，連邦銀行に対する武装強盗という別の
罪により，同州にあるジェイルに身柄を拘束された。その容貌がモーテル襲
撃犯と酷似していたため，郡保安官が被害者に確認を求めたところ，同一人
物であるとの証言が得られた。郡保安官は，武装強盗の被疑事実により逮捕
状の発付を受けたものの（これにより出訴期限の進行は停止した），実際に身
柄を確保するための措置は講じなかった。同年９月２日，被告人は，連邦銀
行に対する武装強盗の罪により，有罪判決を受け，別の州にある連邦刑務所
に収監されたが，この段になってようやく，州の逮捕状が連邦の執行官に送
付されると共に，被告人に対し州の勾留令状が発せられた。
　1962年，被告人は，フロリダ州の裁判所に対し，同州の検察官を相手方と
して，裁判のために身柄を確保するか，迅速な裁判を保障できないことを理
由として令状を取り消すか，いずれかの決定を為すよう請求した。しかし，
州での裁判を受けることができないのは，被告人自身が連邦法上の犯罪を犯
したことに起因すること，及び，手続の現段階で迅速裁判条項違反を主張す
るのは時期尚早であること，また，仮に，権利侵害があるとしても，その救
済は身柄を拘束している連邦当局に請求しなければならないこと等を理由
に，裁判所はこれを斥けた。
　その後も，被告人は，1963年及び1966年に同様の申立を行ったが，いずれ
も斥けられたため，州最高裁判所に職務執行令状の発付を請求した。これに
対し，州最高裁判所は―州の義務に関する Smith 判決（1969）の前では
あるが―，訴追側には，迅速な裁判を保障するために善意誠実に努力する
　Dickey v. Florida, 398 U.S. 30 (1970). Burger 長官執筆の法廷意見のほか，Harlan 
裁判官の同意意見，Brennan 裁判官の同意意見がある。
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義務があり，その義務は職務執行令状の対象となる，と判示した。しかしな
がら，結論としては，州検察官ではなく，州裁判所が相手方となっている等
の手続上の瑕疵を理由として，請求を斥けた。
　モーテル襲撃事件から約７年が経過した1967年９月，被告人が，州裁判所
に対し，迅速な裁判を受ける権利の侵害を理由に，勾留令状の取消しを求め
たところ，州検察官は，裁判のために被告人を連行する手続を執り，翌年１
月，漸く，被告人は，フロリダ州に連れ戻された。
　公判の前日，被告人側は，２名の証人の所在確認を理由として，裁判の延
期を申し立てると共に，約７年の遅延によって，アリバイを証明してくれる
はずの被告人の妹が死亡する等しており，迅速な裁判を受ける権利が侵害さ
れたとして，起訴の取消しを求めた。裁判所は，取りあえず，延期の申立を
認め，２月13日に期日を設定した。予定された期日の前日，弁護人は，アリ
バイを証明してくれるはずの証人のうち１人が依然として所在不明であるこ
とを理由に，更なる延期を申し立てたが，裁判所は，これを認めず，同時に，
先の取消しの申立も斥けた。
　公判では，被害者が，被告人が強盗犯であると証言した。その際，郡保安
官が，ジェイルにおける人定の状況に関して証言したが，立ち会った看守は
既に死亡していた。また，保安官は，事件直後に被害者からもたらされた人
相書についても証言したものの，自身の記憶が曖昧になっていること，及び
当時の捜査記録が既に失われていることを認めた。
　被告人の防御は，事件当時，他の州にいたとのアリバイと，被告人と共に
事件前に何度か事件のあったモーテルを訪れたという証人の証言からなって
おり，弁護人は，顔が知られている場所で強盗を行うとは考えられない，と
主張した。
　裁判の結果，被告人は有罪と判断され，10年の自由刑を言渡された。これ
に対し，被告人は，起訴の取消しの申立を斥けたのは誤りであると主張し，
上訴したが認められなかったため，裁量上告を申し立てた。
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２　Burger 長官執筆の法廷意見
　法廷意見は，まず，Klopfer 判決及び Smith 判決（1969）を引用しながら，
迅速な裁判を受ける権利について次のように説示した。
　すなわち，迅速な裁判を受ける権利は，理論上その存在が認められる権利，
あるいは抽象的な権利といったものではなく，刑事訴追は迅速に審理されな
ければならないという厳然たる事実に由来するものである。訴追側の証拠が
充分にあり，被告人に，訴追と対峙することが求められているならば，その
権利として，対峙の時期はできる限り早い時点でなければならない。たとえ，
実際には，大多数の被告人が，訴追と対峙する時期をできる限り先延ばしに
しようと試みるとしても，迅速な裁判を受ける権利は基本的な権利である。
係属事件の過多あるいは人的資源の欠如等に起因し，ある程度の遅延が生ず
ること自体は不可避であるとしても，訴追機関には迅速な裁判を提供する義
務がある。
　法廷意見は，この観点から本件について検討を加え，裁判が行われる前の
７年の間，訴追側はいつでも被告人の身柄を確保することができたのであっ
て，遅延を正当化する理由は存在しない，とした。また，本件において，被
告人は繰り返し迅速な裁判を要求しているだけでなく，遅延の間に，証人２
人の死亡，１人の所在不明，捜査記録の消失という証拠の散逸が生じており，
被告人が現実に防御上重大な不利益を受けたことは明白である，とした。そ
して，結論としては，迅速裁判条項違反による起訴の取消しを認めなかった
原判決を破棄し，手続を打ち切るよう命じて，州裁判所に事件を差し戻した。
　以上の判示からも明らかなように，本件は，要求法理の採否，不利益の証
明の要否等の先例が確定していない点について，違反の認定を厳格にする判
断枠組みに従ったとしても，迅速裁判条項違反が認められた事案といえる。
これに関して，本件は，迅速裁判条項の州への適用を認めた Klopfer 判決，
及び，他の裁判管轄区で服役中の者に対し迅速な裁判を保障すべき憲法上の
義務が訴追側にあるとした Smith 判決（1969）の前に発生したものである。
そこで，訴追側は，本件が両判決の射程外であると主張し，その遡及適用を
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否定していたが，法廷意見は，この点について判断していない。そのため，
本件の法廷意見が，要求法理及び不利益の証明の点で厳格な判断枠組みを，
Klopfer 判決のもと，州裁判所が依るべき立場として提示する意図を有して
いたのかは，明らかではない。これに対し，同意意見を執筆した Brennan 裁
判官は，憲法違反との結論には賛意を示しながらも，本判決を迅速裁判条項
のもとでの判断と位置付けることを明確に拒否している。以下，この同意意
見を詳しくみていくことにしよう。
３　Brennan 裁判官の同意意見(46)
　⑴　同意意見の目的
　Brennan 裁判官は，まず，本件は，Klopfer 判決の前に発生したものであ
り，同判決を遡及適用できないとなれば，本件の法廷意見は，同判決以前か
ら州への適用が認められていた適正手続条項のもとでの判断とみるほかな
い，として，本判決を迅速裁判条項のもとでの判断と位置付けることを拒否
している。
　また，Klopfer 判決後の連邦最高裁判所の判例について，⑴被告人は，逮
捕後に生じた遅延に対してのみ異議を申し立てることができる，⑵遅延が生
じている間に，迅速な裁判を要求していない場合には，被告人には迅速裁判
条項違反を主張する資格がない，⑶被告人は，遅延による現実の不利益を証
明しなければならない，⑷許容されない遅延は，訴追側が意図的に生じさせ
たものに限られる，と判示したものとの捉え方を明確に斥けている。Brennan 
裁判官の認識としては，現状，連邦最高裁判所の確立した判断といえるのは，
迅速な裁判を受ける権利が基本的な権利である，というもの以外にはなく，
迅速裁判条項に関する判断枠組みについては，更なる検討が必要ということ
になる。
　なお，⑴の点は，Smith 判決（1959）が，⑵並びに⑷の点は，Pollard 判決
　Id. at 33. なお，Harlan 裁判官の同意意見は，Klopfer 判決の際と同旨のものである。
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が，⑶の点は，Ewell 判決が，それぞれ傍論において示した見解であり，そ
れらは，その後の判例において否定されてはいないものである。そして，法
廷意見は，上述したとおり，Klopfer 判決の遡及適用の可否について検討し
ていないが，被告人が繰り返し裁判を要求していたこと，証人の死亡等遅延
による現実の不利益が証明されていること等を認定している。そのため，事
実上，本件法廷意見によって，先例の傍論をもとに，上記⑴-⑷に相当する判
断枠組みが確立された，との見方が成り立つ余地があったといえる。
　これらを考慮すると，同意意見冒頭の説示は，⑵要求法理の採用，⑶利益
侵害の証明責任の点等で相当厳格といえる上記判断枠組みについて，連邦最
高裁判所の確立した判断であり，Klopfer 判決のもと，州裁判所が従うべき
もの，との位置付けを否定するとともに，適正手続条項に関する判断である
との位置付けを明確に与えることによって，これを採用したかにみえる本件
法廷意見の射程を限定する趣旨，といえるであろう。
　Brennan 裁判官は，上記の如く更なる検討の必要性を主張した上で，同意
意見執筆の目的を，判断枠組みの構築にとって，特に重要と思われる２つの
論点―対象となる手続の範囲と，条項違反の有無の判断基準―につい
て検討の指針を示すことにある，と述べている。
　但し，直ちに，各論点の検討が行われているわけではない。各論点の検討
は，迅速裁判条項の趣旨の観点から行う必要があるとして，Ewell 判決を引
用し，条項の目的が，ⅰ身体の自由の保護，ⅱ精神的自由等の保護，ⅲ防御
権の保護にあることを確認している。その上で，これらの関係について，ⅰ
及びⅱは「単独で或いは組み合わさって，被告人の防御活動を侵害する。更
に，時の経過自体が，証人及び物的証拠の散逸等により防御活動を阻害する
危険性を有している」と説明されている(47）。しかし，ⅲを中心とする被告人
の利益の保護のみが条項の目的であるとは考えられておらず，この説示の直
後に，犯罪予防の要請に適う効果的な訴追，刑事司法の公正な運用等の社会
　Id. at 42.
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的利益の保護も目的である，と明示されている。
　迅速裁判条項の趣旨に関して，まず，ⅰⅱⅲの関係について，ⅲ防御権の
保護を中心に据える点に，同意意見の特徴がある。また，最初期の Beavers 
判決の時点から，迅速な裁判の保障に係る被告人の利益が，何等かの制約を
受けること自体は，共通の理解が確立していたが，社会的利益の保護を条項
の目的に加え，被告人の利益に対する内在的制約と位置付ける点にも特徴が
ある。そして，これらの特徴は，条項の対象範囲と，条項違反の有無の判断
基準という論点の検討に際して，重要な役割を果たしている。
　⑵　迅速裁判条項の対象範囲
　迅速裁判条項の対象範囲に関して，下級裁判所は，少なくとも，起訴から
公判開始までの間の遅延が対象になるとする点では一致している。逮捕以後
の手続を対象とした事例は相当数あり，また，Pollard 判決からすると，判決
と刑の宣告の間の遅延も対象になるといえる。他方で，一旦裁判が開始され
た後の遅延が問題となった事例はなく，また，逮捕又は正式起訴前の遅延に
ついて，迅速裁判条項の適用が認められた事例は極めて少ない。
　裁判例をこのように整理した上で，Brennan 裁判官は，まず，修正６条の
文言のみで，この論点を解決する立場を斥けている。すなわち，同条が
「accused」という文言を用いていることからすると，迅速裁判条項の対象と
なる手続の範囲は，訴追以後の手続に限定されるようにも思われる。しかし，
同じく修正６条の保障する弁護人依頼権の権利の発生時期について，
Escobedo 事件判決が「捜査が最早未解決の事件の一般的捜査ではなく，特
定の容疑者（suspect）に焦点が絞られた」時点としているように，当該文言
から，訴追以後の手続という限定が，必然的に導かれるわけではない(48)。こ
のように述べて，趣旨の観点からの検討の必要性を説いた上で，まず，条項
の対象を逮捕から刑の宣告までとする，当時の多数説について，逮捕後の遅
　Id. at 44 (citing Escobedo v. Illinois, 378 U.S. 478 (1964), 490.)
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延は条項の保護利益を侵害する虞が強いとの理由から，積極的に評価してい
る(49)。
　だが，Brennan 裁判官は，この説を直ちに採用することはせず，条項の対
象に逮捕又は起訴前の手続（以下，「正式な訴追手続開始前の手続」とする場
合がある）を含める見解の当否を検討している。当時，既に，一部の下級裁
判所で同旨の見解が主張されていたが(50），これに対しては，条項の趣旨の観
点から批判が加えられていた。これらの批判に関しては，まず，被告人の利
益との関係でいえば，正式な訴追手続開始前の段階では，身柄拘束等による
身体の自由に対する制限はなく，公訴に伴う精神的負担等もないため，この
段階を同条項の対象に含める必要性は乏しい。また，捜査の必要等様々な事
情から，訴追側が更なる時間を必要とすることもあり，この段階の遅延から
　Id. at 44-45.
　コロンビア特別区巡回区控訴裁判所の Wright 裁判官が，この見解を繰り返し主張し
ていた。See, e.g., Mann v. United States, 304 F. 2d 394 (D.C. Cir. 1962) ; Nickens 
v. United States, 323 F. 2d 808 (D.C. Cir. 1963) ; Ross v. United States, 349 F.2d 
210 (D.C. Cir. 1965).
　　Mann 判決は，正式起訴自体は犯罪発生から僅か５週間後に行われた事案であったた
め，公訴提起前の遅延は問題とはならなかったが，同裁判官は，法廷意見において，憲
法の保護は，正式起訴から公判の間の遅延だけでなく，公訴提起前の遅延にも及ぶ，と
判示した。続いて，同裁判官は，Nickens 判決の同意意見において，犯罪発生から逮捕
までの間の意図的な遅延も修正６条の対象となる，と判示した。そして，1965年の Ross 
判決が，同裁判官の見解の集大成となっている。
　　被告人は，禁制薬物を潜入捜査官に販売した罪で起訴されたものである。捜査機関は，
何時でも被告人の身柄を確保できたが，潜入捜査の所期の目的を達成するまで，逮捕は
見送られた。結果，被告人は，訴追の対象となった販売行為から約７ヶ月後に逮捕され
た。しかし，公判において，問題の販売行為についての捜査官の記憶は曖昧であり，他
方，被告人は，販売行為を否定したが，自身の記憶を裏付ける証拠を提出することはで
きず，犯罪行為が行われたとされる日時にどこにいたかを供述することもできなかった。
同裁判官は，被告人の生活が，さして変化に富んだものではない点に注目し，時の経過
により，被告人が，犯罪の行われたとされる日の特定の10分間の記憶を呼び起こすこと
ができなくなったとしても無理はない，とした。そして，犯罪から逮捕までの遅延が意
図的であること，犯罪が行われたとされる日の出来事を思い出せないとの被告人の主張
には説得力があること，公判で被告人の犯罪を証明する証拠は，記録によって喚起され
た捜査官の証言しかないこと，を指摘し，修正５条の適正手続条項違反を理由に，有罪
判決を破棄した。
　　Wright 裁判官の一連の判断については，次の文献が詳細に分析している。Note, 
Constitutional Limits on Pre-Arrest Delay, 51 Iowa L. Rev. 670 (1966).
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社会的利益を保護する必要性も乏しいとして，同裁判官も，従前の批判に一
応の合理性があることを認めている。しかし，ⅲ防御権の保護を重視する立
場から，証拠の散逸等の弊害は，正式な訴追手続開始前の時点でも発生し，
この段階においても条項の保護する被告人の利益が侵害される虞が認められ
るとして，その対象を正式な訴追手続開始前に拡げる必要性を説いてい
る(51)。そして，具体的には，同じく条項の目的とされる社会的利益の保護に
も配慮し，「訴追の決定がなされ，逮捕又は起訴のための充分な証拠が揃った
時点以降」が対象になると判示している(52)。
　しかし，当時，条項の対象を正式な訴追手続開始前に拡げる少数説に対し
ては，上記のほかに，その段階の遅延については，既に出訴期限制度が対応
している，との批判があった(53)。これに関して，Brennan 裁判官は，ある遅
延が憲法上許容されるか否かの判断にとって，出訴期限制度に相応の意義が
あることは認める。しかし，法定刑に死刑が含まれている犯罪等が例外とさ
れているように，同制度には対象の点で一定の制約があり，また，同制度の
対象となっている場合であっても，その期間の長短等は，立法府の意思に左
右されると指摘する。そして，立法府が，迅速な裁判を受ける権利を保障す
るための措置を講じ，また，憲法よりも手厚い保障を与えることができると
しても，迅速な裁判を権利の最低限度の保障は，出訴期限制度の如何にかか
　無論，証拠散逸等の不利益は，挙証責任を負う訴追側にも生じる。これに関して，
Brennan 裁判官は，逮捕等の正式な訴追手続が開始されていない段階では，被告人は，
将来自身が刑事訴追の対象とされる可能性があることを知らず，その必要性の認識を欠
いているため，防御の準備に着手しておらず，証拠は散逸するままになっている場合が
ある，として，被告人側に特に配慮が必要な理由を説明している。
　Dickey v. Florida, 398 U.S. at 46. 逮捕又は起訴の時期等に関する捜査・訴追機関
の広範な裁量権を否定する趣旨ではない旨付言されていることからすると，社会的利益
の保護を考慮した解釈と思われる。なお，修正６条の文言との関係については，“accused”
という文言を，権利侵害の主張適格に関連付けることによって，整合性を維持しようと
試みている。
　当時の裁判例の状況については，次の文献を参照。Note, Pre-Arrest Delay : Evolving 
Due-Process Standards, 43 N.Y.U.L. REV. 722, 727 (1968) ; Geroge J. Feulner Jr., 
Pre-Arrest Delays and the Right to Speedy Arrest : Apologia Pro Vita Ross, 11 Ariz. L. 
Rev. 770, 772 (1969).
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わらず，修正６条によって保持されるべきであるから，同制度の存在を理由
に，正式な訴追手続開始前の遅延を条項の対象から除外することはできない，
としている(54)。
　⑶　判断の基準
１) 考慮されるべき要素
　次に，条項違反の有無の判断基準に関する検討をみることにしよう。まず，
Brennan 裁判官は，先例を分析した上で，「①遅延の原因」，「②遅延の理由」，
「③遅延によって，迅速裁判条項の保護する利益が侵害されたか（遅延によ
る利益侵害）」の３つが，必要不可欠の考慮要素と考えられる，とする。
　この点，当時，多くの裁判例においては，「❶遅延の程度」，「❷遅延の理
由」，「❸被告人の蒙った不利益」，「❹権利放棄の有無」の４つが考慮要素と
されていた。上記の見解は，「遅延の理由」（②❷）を考慮要素とする点では，
多数説と同じである。また，社会的利益を条項の保護利益とするか否かに起
因する差異はあるとしても，いずれも「遅延による利益侵害」（③❸）を考慮
要素としている。他方，上記の見解は，「❶遅延の程度」と「❹権利放棄の有
無」を直接の考慮要素とする代わりに，「①遅延の原因」を挙げており，この
点が多数説と異なる。この差異については，「❶遅延の程度」は，「②遅延の
理由」と「③遅延による利益侵害」に，「❹権利放棄の有無」は，「①遅延の
原因」に，それぞれ解消される，と説明されている(55）。だが，敢えて「❶遅
延の程度」と「❹権利放棄の有無」を直接の考慮要素とはしなかったのには，
いわゆる要求法理に対する評価延いては，迅速な裁判を保障すべき国家の義
務，及び遅延による不利益に関する考え方の差異が影響しているものと思わ
れる。
　Dickey v. Florida, 398 U.S. at 47.
　Id. at 48 n. 12. なお，「権利放棄の有無」は，Brennan 裁判官の主張する判断基準に
おいても，直接の考慮要素とはならないだけで，判断の資料には含まれることになる。
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２) 「①遅延の原因」について
　多数説において「❹権利放棄の有無」が考慮要素となっていることから窺
われるように，当時の下級裁判所の中には，いわゆる要求法理―遅延の黙
認等の迅速な裁判を要求していないという不作為をもって，権利の放棄が
あったとみなす―を採用したものもあった。Brennan 裁判官は，この法
理を次のように批判した上で，「①遅延の原因」について詳説している。
　第１に，この立場は，遅延の与える影響をおよそ誤解している。裁判例の
中には，要求法理について，刑事手続における遅延というものを，被告人は，
自己に有利に作用するものとして歓迎する，との普遍的な経験的事実にもと
づく，と説くものがある(56)。しかし，被告人が，有罪判決を避けるために遅
延を望む場合があるとしても，当然のことながら，時の経過に伴う精神的・
経済的負担等の不利益の増加を避けるために，これに反対する場合もある。
また，時の経過は，被告人及び訴追機関の双方に不利益を与えるものではあっ
ても，被告人に特に有利に作用するというものではない。
　第２に，Klopfer 判決等が判示しているように，迅速な裁判を受ける権利
は，基本的な権利である。遅延の黙認等の不作為をもって，基本的な権利の
放棄があったと看做す立場は，当裁判所の先例に反する。こうした基本的な
権利を保持するためには，被告人は積極的に行動する必要がある，とは考え
られない。
　第３に，被告人には，迅速に裁判を受ける義務はない。被告人に公正な手
続を受けさせるために，また，迅速な裁判に係る社会的利益を保護するため
に，迅速に刑事手続を進める責任を負っているのは，訴追機関である。
　このように，Brennan 裁判官は，いわゆる要求法理を厳しく批判し，これ
を判断枠組みに取り入れることを拒んでいる。その上で，自身が考慮要素と
する「①遅延の原因」に関して，上記３点目の批判を敷衍し，その原因が被
　Id. at 49 (citing United States ex rel. Von Cseh v. Fay, 313 F.2d 620, 623 (C. A. 
2d Cir. 1963)).
岡　法（61―３)
29
???
600
告人側に無い限り，遅延の責めを負うのは国である，と断じている(57)。当該
判示の目的は，許容されない遅延を意図的なものに限定する立場を斥けるこ
とだけではないであろう。遅延の原因が，裁判所，検察等の刑事司法に直接
関係する機関の人的・物的資源の不足にある場合に，それをやむを得ないも
のとして許容し，その不利益を被告人に負わせるのではなく，その供給を担
う国の機関の責任追求を可能にすることによって，救済の範囲を拡げること
にもあると思われる。
３) 「②遅延の理由」，「③遅延による利益侵害」について
　まず，「②遅延の理由」に関しては，Pollard 判決を引用し，少なくとも，
意図的又は過酷な遅延は許容されないという点で大方の見解の一致がみられ
ることを確認した上で，過失による遅延（negligent delay）について，次の
ように検討している。
　過失による遅延は，刑事手続の濫用の防止という社会的利益を侵害するも
のではない。しかし，それ以外の被告人の利益及び社会的利益については，
侵害の虞がある点で，意図的な遅延と同じである。そのため，意図的か，過
失かではなく，訴追側の遅延の理由について，合理的にみて避けられたかと
いう必要性の観点から，正当性を判断すべきである。具体的には，訴追側の
遅延の理由そのものの重要性，遅延の程度，及び迅速裁判条項の保護する利
益に対する侵害の虞が主な判断資料となる。例えば，その理由自体が些末で
あれば，殆どの場合，遅延は避けられたと判断される一方で，その理由が如
何に重要であっても，その程度が甚だしい場合は，同様に，遅延は避けられ
たものと判断されることになる(58)。
　次に，「③遅延による利益侵害」については，迅速裁判条項違反に対する措
置が手続の打切りである（discharge of a defendant）との前提から，その意
義を確認している。すなわち，手続打切りという措置は非常に過激なもので
　Id. at 51.
　Id. at 52.
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ある。そのため，遅延が，その原因及び理由からして，不必要であったと判
断されたとしても，それだけでは，刑事手続から被告人を解放することは認
め難い。斯かる措置が認められるのは，刑事手続の続行が，迅速裁判条項の
保護する利益に対する更なる侵害にあたるという場合に限られる。
　Brennan 裁判官は，このように，条項違反に対する強硬な措置が許容され
る根拠として位置付けることによって，「③遅延による利益侵害」という考慮
要素の不可欠性を示している。その上で，当時の裁判例が様々な立場に分か
れていた，利益侵害の証明の必要性，及び証明責任の所在等という問題を検
討し，次のように述べている。
　まず，被告人が現実の不利益を証明しなければならないとの立場もあるが，
時の経過による証拠の散逸等は，被告人の防御活動を阻害するだけではない。
散逸した証拠の重要性の証明等の点で，遅延による不利益の証明自体をも困
難乃至不可能にする。そのため，被告人が遅延による不利益を証明すること
は，現実には非常に困難である。また，修正６条の保障する諸権利について
は一般に，被告人において，不利益を蒙ったことを証明する必要はない。例
えば，弁護人の選任が拒否されたことによって，あるいは，公開の裁判を受
けられなかったことによって，如何なる不利益を蒙ったのかを証明する必要
があるとは思われない。これらの否定には，被告人に重大な不利益を与える
虞（potential substantial prejudice）が内在していると考えられるため，当該
権利が保障されなかったことさえ証明されれば，不利益の存在が当然に推認
されるのである（prejudice is usually assumed）。そこで，同じく修正６条の
保障する迅速な裁判を受ける権利に関しても，被告人が，迅速な裁判を受け
ることができなかったことを証明すれば，不利益の存在が推認される，とい
う手法を用いるのが現実的であり，また，その必要がある。もっとも，この
場合，どの程度の遅延であれば，具体的な証明が不要となり，不利益の存在
が認められるかが問題となる。しかし，これについては，裁判所が事案毎に
判断するのは，非常に困難であるため，利益侵害の蓋然性が推認される遅延
の程度を一定の日数等のかたちで示した一般的基準を設けることが望まし
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い。当該基準期間を超過していない遅延の場合，被告人が，現実の不利益を
証明する必要があるのに対し，超過している場合には，訴追側が遅延による
利益侵害が無いと主張しない限り，利益侵害の点は，最早争点とはならな
い(59)。
　各考慮要素に関して，以上のように述べた上で，Brennan 裁判官は，最後
に，自身の見解に従った場合の，迅速裁判条項違反の有無の判断の概要を次
のようにまとめている。まず，被告人において，遅延が基準となる期間を超
過していること―基準となる期間に充たない遅延の場合には，現実の不利
益の存在―，その原因が自らの側にはないこと，合理的にみて避けられた
ものであること，を証明する必要がある。この証明責任を果たせば，迅速裁
判条項違反の主張について一応の証明をしたことになる。すると，次に，訴
追側において，可能であれば，当該遅延の必要性を証明することになる。但
し，その際には，遅延の理由の正当性だけでなく，その重要性の程度も考慮
される(60)。
　自らの試論をこのようにまとめた後，Brennan 裁判官は，迅速な裁判の保
障の在り方について，今後更なる検討が必要である，との言葉で，同意意見
を結んでいる。本件においては，法廷意見も憲法違反を認めている。憲法違
反という結論に争いはないため問題にはなっていないが，本件からは，先例
の傍論―⑴被告人は，逮捕後に生じた遅延に対してのみ異議を申し立てる
ことができる，⑵遅延が生じている間に，迅速な裁判を要求していない場合
には，被告人には迅速裁判条項違反を主張する資格がない，⑶被告人は，遅
延による現実の不利益を証明しなければならない，⑷許容されない遅延は，
訴追側が意図的に生じさせたものに限られる―に依拠して，迅速裁判条項
に関する判断枠組みを構築するか，連邦最高裁判所内部で意見の対立がある
ことが判る。同意意見が，最後に，更なる検討の必要性を説いているのも，
Klopfer 判決によって州への適用が認められるようになり，迅速裁判条項に
　Id. at 52-55.
　Id. at 56.
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関して，州裁判所が依るべき判断枠組みを早急に提示する必要があるとして
も，本件のような場合にのみ憲法違反が認められるような，厳格な判断枠組
みを採用することに対して異議を唱える趣旨と思われる。この対立は，本件
の翌年1971年の Marion 判決において表面化することになるが，それをみる
前に，本稿で取り上げた範囲における，迅速裁判条項の趣旨，及び対象とす
る手続の範囲に関する議論を整理，検討しておくことにしたい。
Ⅲ　検　　討
１　迅速裁判条項の趣旨
　連邦最高裁判所において判断枠組みの確立には至っていないものの，本稿
で取り上げた範囲でも，迅速裁判条項に関して，いくつか共通理解が成立し
ている。まず，迅速な裁判を受ける権利が基本的な権利である，というのは，
確立した判断となっている。Brennan 裁判官は，これ以外に確立した判断と
いえるものはない，としているが，上にみたように，同裁判官も，Ewell 判
決等の先例と同様に，ⅰ身体の自由の保護，ⅱ精神的自由等の保護，ⅲ防御
権の保護を同条項の趣旨としている。それゆえ，迅速裁判条項の保護する利
益に，ⅰⅱⅲが含まれる点も見解の一致がみられるところといえる。
　更には，Brennan 裁判官のように，それを趣旨のひとつとし，被告人の利
益保護の必要性を内在的に制約するものと位置付けるかは別として，何等か
の公共の利益の保護の必要性から，被告人の迅速な裁判を受ける権利の制約
が許容される，とする点についても，異論はみられない(61)。
　なお，高田事件において，最高裁判所は，憲法37条１項を自力実効性のある規定と判
示するに際して，「迅速な裁判を受ける権利は，憲法の保障する基本的な人権の一つ」と
している。同条項の保護する利益に関しては，「有形無形の社会的不利益」，「防御権の行
使〔への〕障害」の２つをあげるにとどまるが，前者に，身柄拘束の長期化による身体
の自由に対する制約，訴追に伴う精神的負担等を含める余地があることからすると（例
えば，三井・前掲注⒀295頁，田宮裕『刑事訴訟法〔新版〕』239頁（有斐閣，1996）），連
邦最高裁判所の共通理解と，実質的には同じといえる。また，高田事件判決は，被告人
の諸利益に続けて，遅延した裁判は，事案の真相解明等の「刑事司法の理念」に反する
として，迅速な裁判の保障に係る社会的利益の存在を肯定している。
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　これに対し，上記ⅰⅱⅲの関係を如何に捉えるかについては争いがある。
具体的には，刑事手続の如何なる段階でも懸念される，ⅲ長期間の時の経過
が被告人の防御に不利益を与える可能性の制限を独立の目的と捉えるのか，
あるいは，専ら，逮捕又は起訴等の正式な訴追手続が開始された後の段階に
おいてのみ懸念されるⅰ不当且つ過酷な公判前の身柄拘束の予防，及びⅱ公
訴に伴う精神的負担等の最小化を中心に据え，ⅲはこの限度で達成される副
次的目的とみるのか，という争いである。
　この争いは，迅速裁判条項の起源の理解に関連している。Klopfer 判決に
おいては，イギリスの未決囚釈放制度が取り上げられ，建国初期のアメリカ
において，迅速な裁判の保障がこの制度との関連で理解されていた，とされ
ている。この制度を起源とみるならば，迅速裁判条項の主たる目的は，ⅰ身
体の自由の保護及びⅱ精神的自由等の保護であり，その対象は身柄拘束等に
よる正式な訴追手続開始以降に限られるとの解釈が導かれ易いであろう。ま
た，条項違反に対する措置に関しては，ⅰ又はⅱに対する侵害が解消又は補
償されれば足りるとも考えられるため，手続打切りに限る必要はなく，未決
算入，金銭的補償等による対応も候補となろう。
　他方で，Dickey 判決も引用しているように(62)，イギリスの先例の中には，
時の経過による防御に対する不利益を理由に，手続が打ち切られたものがあ
る。迅速な裁判の保障の起源をこれらの先例に求める場合(63)，身体拘束の時
点を基準に，条項の対象範囲を画する必要はなく，正式な訴追手続開始前を
含める解釈の途が開かれることになる。また，条項違反に対する措置につい
ては，防御権に対する侵害が認められる場合に，刑事手続の続行を許容すれ
ば，更なる利益侵害を招く虞があると考えられるため，この立場からは，手
続打切りを唯一の救済とする解釈が導かれやすいであろう。
　このように，ⅰⅱⅲの関係をめぐる議論は，迅速裁判条項の起源という基
礎的事実に関連する一方で，その対象範囲等の各論に影響するものである。
　Dickey v. Florida, 398 U.S. at 38 (citing Regina v. Robins, 1 Cox C. C. 114 (1844)).
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しかし，多くの論者が指摘しているように，イギリス法史上，迅速な裁判の
保障の起源と考えられるものが数多く存在するにもかかわらず，修正６条の
迅速裁判条項について，起草者の意思を伝える資料は，殆ど存在しない(64)。
そのため，アメリカ法における迅速な裁判の保障の起源の理解として，いず
れが適切かという観点から，上記の議論に終止符を打つことは非常に困難で
ある。そこで，迅速裁判条項の趣旨の観点から，判断枠組みを構築するとい
う立場からすると，論理的には順序が逆ということになるが，条項の対象範
囲等の各論において，ⅲを独立の目的とみる立場からの解釈と，これを副次
的な目的とみる立場からの解釈のいずれが妥当か，ということが，各々の基
本的立場の説得性の判定にとって決定的に重要ということになる。
２　迅速裁判条項の対象範囲
　⑴　総説
　まず，この論点と，ⅰⅱⅲの関係の捉え方との関連を，再度，確認してお
こう。ⅰ身体の自由の保護，ⅱ精神的自由等の保護を中心に据える場合
　1900年初頭のアメリカの裁判例として，身体の自由に対する制限ではなく，時の経過
による防御に対する不利益を理由に迅速裁判条項違反を認めたものがある。United 
States v. Kojima, 3 Hawaii Fed. 381 (1909). なお，本件は，諸文献に引用されている
ものの，原典にあたることができなかったため，やむを得ず，次の文献の引用を参照し
た。Note, Justice Overdue : Speedy Trial for the Potential Defendant, 5 St an. L. Rev. 
95 (1952), 100-101.
　　事案は，被告人は共謀罪で起訴され，同日勾引状（bench warrant）が発付されたもの
の，訴追の対象となっている事実を被告人が認識していないまま，その執行までに約５
年が経過した，というものである。この場合，身柄拘束はなかったため，ⅰ身体の自由
の保護は問題にはならず，また，訴追されているとの認識を欠いていたため，ⅱ精神的
自由等の保護も問題にならない。これに対し，裁判所は，「被告人を逮捕しなかった理由
が何であれ，被告人において逮捕を逃れることを試みていないのに，捜査機関は，令状
の執行を怠り，発付から１年経過後には同人の所在を探すこともあきらめ，その結果，
正式起訴状の提出から約５年が経過している。その間，被告人の防御は，証人の所在不
明等により，著しく阻害された虞がある。現段階で公判を開くとなると，修正６条が迅
速裁判を要求することによって回避しようとした類の困難，不正義を招来する」と判示
し，迅速裁判条項違反との被告人の主張を認めた。
　See, e.g., Susan N. Herman, The Right  t o A Speedy Trial  And Publ ic Trial  : A 
Ref erence Guide t o t he Unit ed St at es Const it ut ion 167 (2006) ; Dickey v. Florida, 
398 U.S. at 41 n.2.
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―この場合，ⅲ長期間の時の経過が被告人の防御に不利益を与える可能性
の制限は，ⅰⅱに付随する限度で達成される副次的な目的ということにな
る―(65)，条項の対象範囲は，その侵害の虞が認められる逮捕又は起訴以
降に限定されることになる。そして，これより前の，ⅰⅱの制約乃至侵害が
ない段階における，ⅲ被告人の防御に対する不利益の防止は，少なくとも，
迅速裁判条項の問題ではない，ということになる（以下，この立場を「限定
肯定説」とする場合がある）。これに対し，ⅲを独立の目的とみる場合には
(66)，Brennan 裁判官の検討に示されるように，その範囲は，正式な訴追手続
開始以降に限定されないことになる（以下，この立場を「限定否定説」とす
る場合がある）。
　対象範囲をめぐる論議の主な実益は，正式な訴追手続開始後の手続は迅速
に進められたものの，これより前の段階で相当な遅延が生じている場合に，
迅速裁判条項違反による救済が認められるかという問題，及び，同条項違反
の有無の判断に際し，これより前の段階で生じた遅延もその資料に含まれる
かという問題の処理にあるといえる。限定肯定説からは，いずれも消極に解
されるのに対し，限定否定説からは，いずれも積極に解されることになる。
ただ，既に指摘したとおり，立法者の意思を伝える資料が乏しいため，演繹
的に限定否定説と限定肯定説の争いに決着をつけることも困難であり，それ
以外の観点からの検討が必要となる。
　この点，高田事件判決においては，憲法37条１項の保護する被告人の利益として，「有
形無形の社会的不利益」，「防御権の行使〔への〕障害」の２つがあげられていたが，同
事件ではいずれの利益に対する侵害も認められたこともあって，この両者の関係は明ら
かにはなっていない。これに関して，有形無形の社会的不利益の方が寧ろ迅速な裁判を
受ける権利の本来的な内容である，との指摘もある。飯田・前掲注⑾288頁参照。
　我が国においても，憲法37条１項の保障が及ぶ範囲に関して，「単に手続に伴う訴訟負
担や社会的負担のみならず，証拠の散逸による公正な裁判の阻害もその趣旨に含まれる
と解せられる以上，捜査段階も含めた全訴訟手続を問題とするのが，むしろ本筋」であ
るとの指摘がある。鈴木茂嗣「迅速裁判違反と公訴時効をめぐって」同『続・刑事訴訟
法の基本構造　上巻』254頁（成文堂，1996）（初出・法律時報60巻９号32頁（1988）），
257頁。
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　⑵　検討の視座
　迅速裁判条項に関する判断枠組みに関する議論状況を上述のように捉える
ならば，修正６条の「accused」という文言との整合性に関する議論は，文理
解釈の検討以上の意義があるといえる。しかし，Brennan 裁判官が指摘して
いるように，同じく修正６条の保障する弁護人の援助を受ける権利について，
正式な訴追手続開始前の段階への適用を認めた Escobedo 判決があることに
鑑みれば，この観点からの検討のみでは限界がある(67)。
　出訴期限制度との関係が取り沙汰されるのも，同様に，限定否定説と限定
肯定説のいずれが妥当かを判定するための，決定的な材料が欠けているため
と考えられる。この制度の目的に関して，被告人の防御権の保護が指摘され
る場合が少なくなく(68)，また，迅速裁判条項の趣旨に，ⅲ防御権の保護が含
まれる点で見解の一致がみられることからすると，憲法上の迅速な裁判の保
障と，出訴期限制度とは，目的の点で共通性が認められることになる。そし
て，出訴期限制度との関係という観点からは，迅速裁判条項の対象範囲に関
する議論は，憲法上の迅速な裁判の保障の在り方を考えるにあたって，目的
を同じくする出訴期限制度の存在を如何に位置付けるか，の問題と捉えられ
　また，迅速裁判条項の対象となる手続の範囲を正式な訴追手続開始前に拡げる立場は，
上記のとおり，迅速裁判条項違反の根拠となる遅延の範囲等の問題について，積極的に
対応することを目的としているのであって，例えば，公判前の段階で，被疑者が，訴追
側の遅延を理由として，裁判所に対し手続の打ち切りを求めることができる，との解釈
を導きたいわけではない。換言すれば，この立場においては，迅速裁判条項の保障が及
ぶ時期と，その侵害を主張できる時期とが，必ずしも同じである必要はないのである。
そのため，この立場においては，Brennan 裁判官が示唆しているように，違憲の主張適
格に時期的制限を付す趣旨と解することによって，「accused」という文言との整合性を
維持することも可能であろう。Dickey v. Florida, 398 U.S. at 46. See Note, The 
Lagging Right to a Speedy Trial, supra note 24 at 1614-1615 ; Alan L. Schneider, Note, 
The Rights to a Speedy Trial, 20 St an. L. Rev. 476, 490 (1968).
　See, e.g., Note, Statutes of Limitations in Criminal Law : A Penetrable Barrier to 
Prosecution, 102 U. Pa. L. Rev. 630 (1954). Dickey 判決と同じ年に示された Toussie 
判決においても，出訴期限制度の目的のひとつとして，「時の経過によって基本的な事実
が曖昧になった虞がある場合に，訴追に対する防御を強いられる個人を保護すること」
が挙げられている。Toussie v. United States, 397 U.S. 112 (1970). また，亀井源太郎
「アメリカ合衆国における公訴時効制度」同『刑事立法と刑事法学』164頁（弘文堂，
2010）（初出・刑事法ジャーナル18号36頁（2009）），166頁参照。
岡　法（61―３)
37
???
592
ることになる。
　この点，出訴期限制度が時の経過による証拠の散逸等の不利益から，被告
人を充分に保護しているといえるかについては，Brennan 裁判官の指摘にあ
るように，対象犯罪に一定の制約があること，所定の期間内でも時の経過に
よって実際に証拠散逸等が生ずる場合があること等を考慮すると，異論を挟
む余地があろう。すると，具体的な事案において，例えば，出訴期限の満了
に至らない程度の時が経過した間に，防御にとって重要な証拠が散逸したこ
と―すなわち，出訴期限制度による防御権の保護が充分ではなかったこと
―が証明された場合，裁判所が，迅速裁判条項のもと個別に救済を与える
としても，立法的判断との関係で特段の支障はなく，また，その必要性があ
るともいえる(69)。
　しかし，仮に，被告人の防御権保護を目的として，出訴期限制度が，訴追
に対し，証拠の散逸等の虞が具現化しない程度に短期の時間制限を設けてい
るとしても，その期間を如何に短期に設定しようとも，その間の証拠散逸等
を実際に阻止できるわけではない。すると，同制度については，その必要性・
可能性の如何にかかわらず，一定期間後の訴追を一切許容しないことによっ
て，時間制限がなければ訴追されていた者を保護するものではあるが，他方
で，所定の期間に充たない程度の時の経過については，やむを得ないものと
して許容するもの，とみることもできる(70)。そして，たとえ，その間に，被
告人側に証拠散逸等の不利益が現実に生じていたとしても，その程度の不利
益は，合理的な疑いを超える証明等の他の手続的保障により充分対応できる
というのが，出訴期限制度に示されている立法府の判断と考えることもでき
る。この立場からすると，同期間内の遅延について，裁判所が，迅速裁判条
項のもと個別に救済を認めることは，立法的判断との関係で然程容易とはい
　Note, The Lagging Right to a Speedy Trial, supra note 24 at 1613-1614 ; Note, Pre-
Arrest Delay : Evolving Due-Process Standards, supra note 53 at 727 ; Feulner supra 
note 53 at 772 ; Note, Pre-arrest Delay May Be Violative of Due Process, 41 N.Y.U.L. 
Rev. 638, 640 (1966).
　See also Schneider, supra note 67 at 491.
迅速裁判条項に関する判例法理の初期展開
38
???
591
えず，また，その必要性も乏しいということになる(71)。
　更に，正式な訴追手続開始前は，出訴期限制度の問題，それ以降は，迅速
裁判条項の問題とする限定肯定説の方が，明確性という点で優れていること
は否めないであろう(72)。これに対し，Brennan 裁判官は，「訴追の決定がな
され，逮捕又は正式起訴のための充分な証拠が揃った時点以降」として，従
前の限定否定説に比べ，踏み込んだ解釈を示している。しかし，この解釈に
よった場合には，個別的な事案において，裁判所は困難な該当性判断を迫ら
れることになるであろう。また，上記の時点より前の段階でも，時の経過に
よる証拠の散逸等の防御上の不利益が生じる虞はある。社会的利益の保護へ
の配慮から上記の如く解釈されるものと思われるが，これより前の段階にお
ける不利益に対する司法的対応の要否等は明らかではない。
　他方，限定肯定説における，出訴期限制度との関係の理解が上述したよう
なものであるならば，この説による場合でも，遅延による防御上の不利益に
ついて，司法による救済が一切認められない，ということにはならないであ
ろう(73)。同制度の存在を前提としても，単なる時の経過が原因とは評価し得
ない場合であれば，迅速裁判条項以外の何等かの救済を認める余地がある。
例えば，訴追側が，訴訟を有利に運ぶ目的で，防御側の重要な証拠が利用不
能になるまで，正式な訴追手続の開始を見合わせたような場合には，時の経
過による防御上の不利益といっても，出訴期限制度に示された立法的判断の
射程が及ばないともいえるため，別途，司法的対応を検討する必要がある。
　以上から，Dickey 判決後の議論を分析する際には，限定肯定説について
は，迅速な裁判の保障と出訴期限制度との関係の理解の仕方に，限定否定説
については，具体的な対象範囲，及びその根拠に，特に，注目すべきである
　なお，田宮裕「迅速な裁判を受ける権利」同『刑事訴訟とデュー・プロセス』279頁
（有斐閣，1972）（初出・警察研究35巻２号，同３号，同４号（1964）），286頁以下参照。
　Note, The Lagging Right to a Speedy Trial, supra note 24 at 1617. この確立した区
別を破棄することについて，パンドラの箱を開けるようなもの，と評している。
　See Joel L. Widman, The Right to a Speedy Trial : Pre-Indictment and Pre-Arrest 
Delay, 7 Am. Crim. L.Q. 248 (1969), 251. See also Note, Constitutional Limits on 
Pre-Arrest Delay, supra note 50 at 679.
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と考える。また，いずれの説についても，その対象から除外した段階におけ
る，防御上の不利益への対応に関する考え方についても併せてみる必要があ
ると思われる。
結びに代えて
　本稿では，迅速裁判条項に関する連邦最高裁判所の初期の判例を取り上げ，
主に，その趣旨，及び対象範囲について，議論を整理，分析した。
　最初期の Beavers 判決において，条文上，制限が設けられていないにもか
かわらず，特に理由付けが明らかにされないまま，迅速な裁判を受ける権利
について，公共の利益による制約が認められた。その後，約半世紀に及ぶ空
白期間があったものの，同判決を基軸として，条項の趣旨など，いくつかの
重要な判断が示され，修正６条の他の条項に比すれば，緩やかにではあった
が，判断枠組みの構築が押し進められていった。そして，1967年の Klopfer 
判決によって，迅速裁判条項の州への適用が認められ，続く２つの判決にお
いては，州の刑事手続との関係で，憲法違反との判断が示されるまでに至っ
た。しかし，そのうちのひとつである Dickey 判決において，従前の傍論に
依拠した判断枠組みの採否をめぐって，連邦最高裁判所内部で意見の対立が
あることが明らかとなった。この対立は，条項の趣旨とされるⅰ身体の自由
の保護，ⅱ精神的自由の保護，ⅲ防御権の保護のうち，ⅲを独立の目的とみ
るか否かに起因している。しかし，その制定趣旨は明らかではなく，条項の
趣旨の理解としての適否を判定することは困難なため，各論において，ⅲを
独立の目的とみる立場からの解釈と，これを副次的な目的とみる立場からの
解釈の妥当性をはかることによって，遡って各々の基本的立場の説得性を判
定するしかない状況にある。その中で，迅速裁判条項の対象範囲という問題
は，条項の趣旨の観点から議論されるべき，主たる論点の１つとして位置付
けられている。そして，Dickey 判決の翌年1971年から，連邦最高裁判所にお
いて，この各論に関する判断が，順次，示されていくことになるが，これに
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関しては，本稿の分析をもとに，稿をあらためて検討することにしたい。
＊本稿は，科研費（23730067）の研究成果の一部である。
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